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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】横方向磁束機械のより単純な構造を提供する。
【解決手段】電気機械の中に配置されるように適合され
た固定子デバイス１０であって、電気機械が可動デバイ
スをさらに備え、固定子デバイスが多相固定子デバイス
であり、複数の相が可動デバイスの運動の方向に対して
直角の方向に互いに並んで配置され、個々の相が、１組
の複数の歯を有する第１の固定子鉄心セクション１４、
１組の複数の歯を有する第２の固定子鉄心セクション１
６及びコイル２０を備え、これらの歯が可動デバイスに
向かって突出するように配置され、また、少なくとも２
つの隣り合う相が固定子鉄心セクション１４を共有し、
したがって第１の相の第１の固定子鉄心セクション１４
及び第２の相の第２の固定子鉄心セクション１６が単一
ユニットとして形成される固定子デバイス１０が開示さ
れる。
【選択図】図５
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　固定子デバイス及び可動デバイスを備える電気機械であって、
　前記固定子デバイスが、前記可動デバイスの運動の方向に対して直角の横方向に互いに
並んで配置された複数の相を備える多相固定子デバイスであり、前記固定子デバイスが、
複数組の複数の歯を備え、個々の歯が、前記可動デバイスに向かって突出し、前記可動デ
バイスに面した境界表面を備えており、個々の組の複数の歯が前記運動の方向に沿って分
配されており、前記複数組の複数の歯が、２つの周囲セット及びこれらの周囲セットの間
に横方向に配置された複数の内部セットを備え、前記内部セットの複数の歯は、前記周囲
セットの複数の歯よりも横方向の幅が広く、２つの隣り合う相によって共有される共通磁
束通路を提供し、前記周囲セットの複数の歯の前記境界表面が、前記固定子デバイスと前
記可動デバイスとの間のアクティブ・エアー・ギャップ領域の横方向の範囲を画定し、
　前記可動デバイスが、横方向に細長い直線状ロッドとして形成された磁極セクションに
よって前記運動の方向に互いに分離された複数の永久磁石を備え、前記ロッドが、前記ア
クティブ・エアー・ギャップの横方向の範囲全体にわたって延在する磁束通路を提供し、
　前記個々の組の複数の歯が、他の組の複数の歯に対して前記運動の方向に変位して配置
される、電気機械。
【請求項２】
　前記固定子デバイスが複数の固定子鉄心セクションを備え、個々の固定子鉄心セクショ
ンが前記複数の組のうちの１つの組の複数の歯を備える、請求項１に記載の電気機械。
【請求項３】
　前記固定子鉄心セクションが軟磁性粉末でできている、請求項２に記載の電気機械。
【請求項４】
　前記固定子デバイスが、個々の固定子鉄心セクションの間に配置された複数の巻線を備
える、請求項２から３までのいずれか一項に記載の電気機械。
【請求項５】
　個々の固定子鉄心セクションが、固定子鉄心バック・セクション及び前記固定子鉄心セ
クションから延在する１組の複数の歯を備え、前記固定子鉄心バック・セクションが前記
複数の歯を接続し、且つ、前記１組の複数の歯のうちの隣り合う歯と歯の間に、前記運動
方向の磁束通路を提供する、請求項２から４までのいずれか一項に記載の電気機械。
【請求項６】
　個々の固定子鉄心セクションが、同じ相の前記複数の組の他の１組の複数の歯を備える
他の固定子鉄心セクションに向かって横方向に磁束通路を提供する継鉄セクションをさら
に備える、請求項５に記載の電気機械。
【請求項７】
　それぞれ単一の隣り合う相を有する２つの周囲相と、それぞれ２つの隣り合う相を有す
るｎ－２個の内部相とを含むｎ個の相を備え、個々の内部相が、個々の内部相が２つの共
通組の複数の歯を備え、個々の共通組の複数の歯が、前記内部相の前記個々の隣り合う相
のうちの一方と磁気的に共有され、個々の周囲相が１組の複数の周囲歯及び１組の複数の
共通歯を備え、前記複数の共通歯が、前記周囲相の前記個々の隣り合う相と磁気的に共有
され、また、前記複数の共通歯が、運動の方向に対して直角の方向に、前記複数の周囲歯
の対応する幅よりも広く、且つ、前記複数の周囲歯の前記対応する幅の２倍未満の幅を有
する、請求項１から６までのいずれか一項に記載の電気機械。
【請求項８】
　前記固定子デバイスが３相固定子である、請求項１から７までのいずれか一項に記載の
電気機械。
【請求項９】
　前記電気機械が回転機械であり、前記可動デバイスが回転子である、請求項１から８ま
でのいずれか一項に記載の電気機械。
【請求項１０】
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　前記固定子デバイスが３相固定子であり、４組の複数の歯を備え、個々の組が、Ｎが２
以上の整数であるＮ個の複数の歯を備え、複数の歯の前記個々の組の前記複数の歯が、複
数の歯の前記複数の組のうちの第１の組の前記複数の歯に対して、角度０°／Ｎ、１５０
°／Ｎ、２７０°／Ｎ、６０°／Ｎで円周方向に変位して配置される、請求項９に記載の
電気機械。
【請求項１１】
　前記４組の複数の歯の横方向の幅が、それぞれ１ユニット、
【数１】

　ユニット、
【数２】

　ユニット、１ユニットである、請求項１から１０までのいずれか一項に記載の電気機械
。
【請求項１２】
　前記可動デバイスが、前記可動デバイスの前記運動の方向に直線的に移動するように配
置された可動子である、請求項１から１１までのいずれか一項に記載の電気機械。
【請求項１３】
　前記電気機械が変調磁極機械である、請求項１から１２までのいずれか一項に記載の電
気機械。
【請求項１４】
　前記固定子デバイス及び／又は前記可動デバイスが、前記運動の方向に対して横方向の
磁束通路成分を含む三次元（３Ｄ）磁束通路を提供する、請求項１から１３までのいずれ
か一項に記載の電気機械。
【請求項１５】
　電気機械の中に配置されるように適合された固定子デバイスであって、
　前記電気機械は、前記固定子デバイス及び可動デバイスを備えており、
　前記固定子デバイスが多相固定子デバイスであり、前記複数の相が前記可動デバイスの
運動の方向に対して直角の方向に互いに並んで配置され、個々の相が２つの固定子鉄心セ
クションを備え、個々の固定子鉄心セクションが、個々の１組の複数の歯と、前記固定子
鉄心セクションを接続する磁束ブリッジと、コイルとを有し、前記複数の歯が前記可動デ
バイスに向かって突出するように配置され、
　２つの隣り合う相のうちの第１の相の第１の固定子鉄心セクションの複数の歯、及び前
記２つの隣り合う相のうちの第２の相の第２の固定子鉄心セクションの対応する複数の歯
が、隣り合う両方の相によって共有される共通磁束通路を提供する、固定子デバイス。
【請求項１６】
　前記２つの隣り合う相のうちの前記第１の相の前記第１の固定子鉄心セクションの前記
複数の歯が、前記可動デバイスの前記運動の方向に対して直角の方向に、前記２つの隣り
合う相のうちの前記第２の相の前記第２の固定子鉄心セクションの前記対応する複数の歯
と同じ位置に配置される、請求項１５に記載の固定子デバイス。
【請求項１７】
　個々の固定子鉄心セクションが軟磁性構造である、請求項１５又は１６に記載の固定子
デバイス。
【請求項１８】
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　個々の相の前記個々の固定子鉄心セクションの複数の組の複数の歯が、前記可動デバイ
スの前記運動の方向に対して直角の方向に、互いに対して、個々の変位だけ変位して配置
され、前記複数の相のうちの少なくとも２つの相が異なる変位を有する、請求項１５から
１７までのいずれか一項に記載の固定子デバイス。
【請求項１９】
　個々の固定子鉄心セクションの複数の歯が、前記可動デバイスの前記運動の方向に対し
て直角の方向に個々の幅を有し、第１の固定子鉄心セクションの複数の歯が、第２の固定
子鉄心セクションの複数の歯の幅とは異なる幅を有する、請求項１５から１８までのいず
れか一項に記載の固定子デバイス。
【請求項２０】
　前記第１の固定子鉄心セクション及び前記第２の固定子鉄心セクションが、前記第１及
び第２の固定子鉄心セクションに対して共通の１組の複数の共通歯を備える単一のユニッ
トとして形成される、請求項１５から１９までのいずれか一項に記載の固定子デバイス。
【請求項２１】
　それぞれ単一の隣り合う相を有する２つの周囲相と、それぞれ２つの隣り合う相を有す
るｎ－２個の中央相とを含むｎ個の相を備え、個々の中央相が２つの共通組の複数の歯を
備え、個々の共通組の複数の歯が、前記中央相の前記個々の隣り合う相のうちの一方と磁
気的に共有され、個々の周囲相が１組の複数の周囲歯及び１組の複数の共通歯を備え、前
記複数の共通歯が前記周囲相の前記個々の隣り合う相と磁気的に共有され、また、前記複
数の共通歯が、運動の方向に対して直角の方向に、前記複数の周囲歯の対応する幅より広
く、且つ、前記複数の周囲歯の前記対応する幅の２倍未満の幅を有する、請求項１５から
２０までのいずれか一項に記載の固定子デバイス。
【請求項２２】
　前記固定子デバイスが３相固定子である、請求項１５から２１までのいずれか一項に記
載の固定子デバイス。
【請求項２３】
　前記固定子デバイスが４組の複数の歯を備え、個々の組が、Ｎが２以上の整数であるＮ
個の複数の歯を備え、複数の歯の前記個々の組の前記複数の歯が、複数の歯の前記複数の
組のうちの第１の組の前記複数の歯に対して、角度０°／Ｎ、１５０°／Ｎ、２７０°／
Ｎ、６０°／Ｎで円周方向に変位して配置される、請求項２２に記載の固定子デバイス。
【請求項２４】
　前記４組の複数の歯の軸方向の幅が、それぞれ１ユニット、
【数３】

　ユニット、
【数４】

　ユニット、１ユニットである、請求項２２又は２３に記載の固定子デバイス。
【請求項２５】
　前記電気機械が回転機械であり、前記可動デバイスが回転子である、請求項１５から２
４までのいずれか一項に記載の固定子デバイス。
【請求項２６】
　前記可動デバイスが、前記可動デバイスの前記運動の方向に直線的に移動するように配
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置された可動子である、請求項１５から２４までのいずれか一項に記載の固定子デバイス
。
【請求項２７】
　前記コイルが、前記第１の固定子鉄心セクションと前記第２の固定子鉄心セクションの
間に配置される、請求項１５から２６までのいずれか一項に記載の固定子デバイス。
【請求項２８】
　前記固定子デバイス及び前記可動デバイスが変調磁極機械を構成する、請求項１５から
２７までのいずれか一項に記載の固定子デバイス。
【請求項２９】
　前記固定子デバイス及び／又は前記可動デバイスが、前記運動の方向に対して横方向の
磁束通路成分を含む三次元（３Ｄ）磁束通路を備える、請求項１５から２８までのいずれ
か一項に記載の固定子デバイス。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は一般に電気機械に関する。より詳細には、本発明は、永久磁石回転子又は可動
子構造を備えた回転又は線形可動３相横方向磁束機械に関する。このタイプの機械は、応
用分野に応じて電動機又は発電機のいずれかとして利用することができる。線形可動機械
は、線形機械、横方向可動機械又は並進可動機械を表すこともある。
【背景技術】
【０００２】
　横方向磁束機械（ＴＦＭ）トポロジーは、変調磁極機械の一実例である。横方向磁束機
械（ＴＦＭ）トポロジーは、従来の機械に優る多くの利点を有していることが知られてい
る。片面半径方向磁束固定子の基本設計は、エアー・ギャップに対して平行の単純な単相
巻線を特徴とし、幾分かＵ字形をした継鉄セクションが、この巻線を取り囲んでおり、且
つ、エアー・ギャップに面している複数の歯の２つの主要平行列で露出している。最新技
術の多相構造は、回転子又は可動子の運動の方向に対して直角に積み重ねられて磁気的に
分離された複数の単相ユニットを特徴としている。そして、これらの相は、３相構造とす
るために電気的及び磁気的に１２０度シフトされ、回転子又は可動子の位置と無関係にそ
の動作を円滑にし、ほぼ均一な力又はトルクを生成する。ここで、参照されている角度は
、電気角度で与えられていることに留意されたい。電気角度は、磁極の対の数で割った機
械角度と等価である。
【０００３】
　円筒形電動機には同心固定子及び回転子が使用されており、したがってその運動は、回
転運動即ち無限回転と考えられる。線形機械には、並進運動が使用されている。並進運動
は、一般的には閉運動パターンではなく、「線」に沿った前後運動であってもよい。線形
機械又はドライバは、回転子の代わりに可動子を有している。同じ基本磁気原理によって
回転子及び可動子の両方に磁気回路を配置することができるが、幾何構造は異なっていて
もよい。
【０００４】
　有効な回転子又は可動子構造の一実例には、例えばＪａｃｋらによる国際公開第２００
７／０２４１８４号に記載されているように、永久磁石場に磁束を集中させるために、或
いは運動に対して横方向に柔軟になるよう、軟磁極セクション又は軟磁極片と組み合わせ
たいわゆる埋込み磁石が使用されている。
【０００５】
　国際公開第２００７／０２４１８４号には、複数の歯を含んだ実質的に円形の第１の固
定子鉄心セクションと、複数の歯を含んだ実質的に円形の第２の固定子鉄心セクションと
、第１の円形固定子鉄心セクションと第２の円形固定子鉄心セクションとの間に配置され
たコイルと、複数の永久磁石を含んだ回転子とを含んだ電気回転機械が開示されている。
第１の固定子鉄心セクション、第２の固定子鉄心セクション、コイル、及び回転子は、共
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通の幾何学軸を取り囲んでおり、第１の固定子鉄心セクション及び第２の固定子鉄心セク
ションの複数の歯は、回転子に向かって突出して配置されている。さらに、第２の固定子
鉄心セクションの複数の歯は、第１の固定子鉄心セクションの複数の歯に関連して円周方
向に変位している。そして、回転子の永久磁石は、軟磁性体でできた軸方向に延在する磁
極セクションによって互いに円周方向に分離されている。
【０００６】
　個々の固定子相セクションの積重ねは、通常、個々の相セクションの間の物理的な磁気
分離に基づいており、相と相の間の磁気結合を小さくする。これによって、動作中、エア
ー・ギャップ中の実効磁束を小さくする効果を有することがある。
【０００７】
　いくつかの用途では、限られた所与の空間に適合させるために、また、高い体積特化性
能、例えば体積当たりのトルク［Ｎｍ／ｍ３］で表される性能を有することができるよう
にするためには、可能な限り幾何構造的にコンパクトな機械が提供されることが望ましい
。
【０００８】
　従来の平衡１２０度移相３相正弦波又は台形駆動スキームは、動作のタイム・サイクリ
ングの間、鉄心と磁気的に完全に係合しない。そのため、総固定子鉄心体積のかなりの部
分が常に有効に使用されていない。
【０００９】
　したがって、従来技術は、０°、１２０°及び２４０°の相順序で１組の３相ユニット
を調整することを開示している。
【００１０】
　体積当たりのトルク及び／又は電流当たりのトルクなどの性能数又は性能値の最適化は
、依然として問題である。
【００１１】
　欧州特許第１００５１３６号明細書に、結合相を有する横方向磁束機械が開示されてい
る。しかしながら、このような電気機械のより単純な構造を提供することが依然として望
ましい。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１２】
【特許文献１】国際公開第２００７／０２４１８４号
【特許文献２】欧州特許第１００５１３６号明細書
【特許文献３】米国特許第６３４８２６５号明細書
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　固定子デバイス及び可動デバイスを備える電気機械であって、固定子デバイスが、可動
デバイスの運動の方向に対して直角の横方向に互いに並んで配置された複数の相を備える
多相固定子デバイスであり、固定子デバイスが、複数組の複数の歯を備え、個々の歯が、
可動デバイスに向かって突出し、可動デバイスに面した境界表面を備え、個々の組の複数
の歯が運動の方向に沿って分配されており、複数組の複数の歯が、２つの周囲セット及び
これらの周囲セットの間に横方向に配置された複数の内部セットを備え、内部セットの複
数の歯は、周囲セットの複数の歯よりも横方向の幅が広く、２つの隣り合う相によって共
有される共通磁束通路を提供する電気機械が開示される。
【００１４】
　電気機械の実施形態では、可動デバイスは、横方向に細長い直線状ロッドとして形成さ
れた、固定子のすべての相にわたって横方向に延在する磁極セクションによって、前記運
動の方向に互いに分離された複数の永久磁石を備えている。詳細には、周囲セットの複数
の歯の境界表面は、横方向に測定した、固定子デバイスと可動デバイスの間のアクティブ
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・エアー・ギャップ領域の横方向の範囲を画定することができ、ロッドは、アクティブ・
エアー・ギャップの横方向の範囲全体にわたって延在する磁束通路を提供することができ
る。
【００１５】
　電気機械の実施形態では、個々の組の複数の歯は、他の組の複数の歯に対して運動の方
向に変位して配置されている。
【００１６】
　固定子デバイスの個々の相は、２つの固定子鉄心セクションによって形成することがで
き、２つの隣り合う相のうちの第１の相の第１の固定子鉄心セクションの複数の歯、及び
２つの隣り合う相のうちの第２の相の第２の固定子鉄心セクションの対応する複数の歯は
、隣り合う両方の相によって共有される共通磁束通路を提供する共通組の複数の歯として
形成されている。
【００１７】
　したがって、隣り合う相の複数の歯は、２つの隣り合う／隣接する相に対して共通であ
り、且つ、２つの隣り合う／隣接する相によって磁気的に共有される共通組の複数の歯と
して磁気的に機能している。可動デバイス及び固定子デバイスは、それぞれいくつかの部
品を含んだ単純な構造を有している。可動デバイスの部品は、それぞれ単純な幾何学形状
を有している。したがって、有効で費用効果の高い構造にすることができる。
【００１８】
　２つの隣り合う相のうちの第１の相の第１の固定子鉄心セクションの複数の歯は、２つ
の隣り合う相のうちの第２の相の第２の固定子鉄心セクションの対応する複数の歯の位置
と同じ位置に（可動デバイスの運動の方向に対して直角の方向に沿って）配置することが
できる。すなわち、隣り合う相の隣接する固定子鉄心セクションの複数の歯を可動デバイ
スの運動の方向に対して直角の方向に互いに整列させることができる。第１の相の第１の
固定子鉄心セクション及び第２の相の第２の固定子鉄心セクションは、背中合わせに配置
された、例えば互いに当接している２つの個別ユニットとして形成することができ、或い
は単一ユニットとしてそれらを形成し、したがって隣り合う相に対して共通の共通固定子
鉄心セクションを形成することも可能である。
【００１９】
　したがって、固定子鉄心総体積の実質的な部分が常に有効使用されるため、動作中、こ
れらの相を結合して固定子鉄心セクションを磁気的に共有することは有利である。
【００２０】
　隣り合う相と相の間で磁束通路が共有されるため、磁化のデューティ・サイクルが改善
されることは有利である。
【００２１】
　体積及び重量特化性能が改善されるため、固定子デバイスを片面横方向磁束機械として
機能させることができることは有利である。したがって、例えば体積当たりのトルク及び
／又は電流当たりのトルクに対する性能数を改善することができる。
【００２２】
　相と相の間の磁気分離セクションの幾何学的な幅がより広くなるため、運動の方向に対
して直角の方向の機械の幾何学的な幅を狭くすることができることは有利である。
【００２３】
　さらに、電気回転機械が、軸方向の全体の長さが、分離された相を有する従来の固定子
デバイスの軸方向の全体の長さよりも短い永久磁石を備えることができることは有利であ
る。永久磁石の軸方向の長さがより短いため、コストがより安価になることは、さらに有
利である。
【００２４】
　隣り合う相の共通固定子セクションが単一ユニットとして形成される場合、複数の相と
相の間で固定子鉄心セクションが共有されるため、固定子デバイスのために必要なコンポ
ーネントの数が少なくなる。従来技術による固定子デバイスの場合、個々の相は、独自の
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個別の組の複数の固定子鉄心セクションを有している。
【００２５】
　さらに、固定子デバイスをより頑丈にすることができ、且つ、より容易に製造すること
ができるため、より高いレベルで統合されたコンポーネントが存在することは有利である
。
【００２６】
　１組の複数の歯は、複数の歯などの一群の複数の歯として画定される。
【００２７】
　相は、可動デバイスの運動の方向に対して直角の方向に互いに並んで配置されるため、
その方向は回転機械の軸の方向になる。
【００２８】
　可動デバイスは、回転可動デバイス内の回転子であっても、或いは線形可動デバイス内
の可動子であってもよい。
【００２９】
　いくつかの実施形態では、固定子鉄心セクションは軟磁性構造である。軟磁性構造の改
善された利用により、体積当たりの性能が改善されることは有利である。一実施形態では
、固定子鉄心セクションは軟磁性粉末でできている。固定子鉄心セクションを軟磁性粉末
から製造することにより、固定子デバイスの製造を単純化することができ、また、有効な
三次元磁束通路の利点を利用した磁束集中をより効果的にすることができる。
【００３０】
　個々の固定子鉄心セクションは、固定子鉄心バック・セクション、及び固定子鉄心セク
ションから延在する１組の複数の歯を備えることができ、固定子鉄心バック・セクション
は、これらの複数の歯を接続し、且つ、隣り合う歯と歯の間に、運動の方向の磁束通路を
提供している。固定子鉄心セクションは、同じ相の複数の組のうちの他の１組の複数の歯
を備えた他の固定子鉄心セクションに向かう横方向の磁束通路を提供する継鉄セクション
をさらに備えることができる。
【００３１】
　いくつかの実施形態では、固定子デバイスは、すべての相の固定子鉄心セクションを接
続している単一の継鉄セクションを備えている。回転機械の場合、磁束ブリッジは、第１
及び第２の固定子鉄心セクションと同心で配置された固定子継鉄セクションであってもよ
い。このような固定子鉄心セクションを配置することにより、固定子アセンブリの部品の
製造プロセス及び固定子アセンブリの組立てプロセスを容易にすることができ、且つ、費
用効果をより高くすることができる。
【００３２】
　したがって固定子鉄心セクションは、少数の部品のみを備えるように製造することがで
き、且つ、１組の複数の歯の個々の歯を、同じ相の複数の組のうちの他の１組の複数の歯
のうちの複数の歯と磁気結合させることができる。
【００３３】
　いくつかの実施形態では、固定子デバイスは３相固定子である。相の数は奇数であるこ
とが有利である。何故なら、電流の瞬時合計はゼロであるからである。このことは、機械
への供給線路の数が１本少なくなり、また、コンバータ内に必要なスイッチング・デバイ
スの数が２つ少なくなることを意味する。したがって数が奇数の複数の相の最少数は３で
ある。５相、７相、９相などの奇数の他の相を提供することも可能である。したがって、
一般に、多相固定子デバイスは、それぞれ単一の隣り合う相を有する２つの周囲相と、そ
れぞれ２つの隣り合う相を有するｎ－２個の内部相とを含むｎ個の相（ｎは２以上の整数
）を備えることができ、個々の内部相は２つの共通組の複数の歯を備え、個々の共通組の
複数の歯は、内部相の個々の隣り合う相のうちの一方と共通／共有され、個々の周囲相は
、周囲相の個々の隣り合う相と共通／共有される１組の複数の周囲歯及び１組の複数の共
通歯を備えている。
【００３４】
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　さらに、偶数個の相を提供することも可能であるが、場合によっては上述の奇数個の相
ほどには有利ではない。
【００３５】
　いくつかの実施形態では、電気機械は回転機械である。可動デバイスは回転子である。
この場合、第１の固定子鉄心セクション、第２の固定子鉄心セクション、コイル及び回転
子は、共通の幾何学軸を取り囲むことができる。回転機械の場合、横方向は機械の軸方向
であり、また、運動の方向は機械の円周方向である。
【００３６】
　可動デバイス内の永久磁石は、横方向に延在する、直線状のロッドの形態の磁極セクシ
ョンによって運動の方向に互いに分離されることができる。磁極セクションは、軟磁性粉
末で製造することができる。永久磁石は、交互配向で運動の方向に磁化することができる
。通常、永久磁石は、横方向に細長い直線状のロッドであってもよく、このロッドは、ア
クティブ・エアー・ギャップの横方向の範囲全体にわたって延在させることができる。
【００３７】
　いくつかの実施形態では、電気機械は、横方向磁束機械などの変調磁極機械である。
【００３８】
　従来の機械の場合、コイルは多重極構造の磁界を明確に形成しており、磁心の機能は、
磁石及び／又は他のコイルを鎖交させるために単にこの多重極磁界を運ぶことにすぎない
。
【００３９】
　変調磁極機械の場合、コイルによって生成される、はるかに低い、通常は２つの磁極場
から多重極磁界を形成するのは磁気回路である。変調磁極機械の場合、磁石は、通常、整
合多重極磁界を明確に形成しているが、単一の磁石から多重極磁界を形成する磁気回路を
有することも可能である。
【００４０】
　変調磁極機械は、固定子内及び可動デバイス内の両方の横方向、例えば回転機械の軸方
向の磁束通路を利用した三次元（３Ｄ）磁束通路を有しており、可動デバイスは回転子で
ある。結合相固定子を利用する場合、３次元磁束通路はとりわけ適している。
【００４１】
　したがっていくつかの実施形態では、固定子デバイス及び／又は可動デバイスは、運動
の方向に対して横方向の磁束通路成分を含んだ３次元（３Ｄ）磁束通路を備えている。
【００４２】
　変調を有する利点は、すべての磁極がコイルのすべての起磁力（ＭＭＦ）に遭遇し、し
たがって磁極の数が多くなると、それに伴って、コイルを全く変更することなく磁界強度
（ＭＭＦ／メートル）が大きくなることである。これは、磁極の数が多くなるとコイルの
数も多くなり、したがって個々のコイルがより小さくなる従来の機械と比較することがで
きる。しかしながら磁極の数が多くなると、それに伴って磁極ピッチが減少し、したがっ
て従来の機械の場合、ＭＭＦ／コイルの低減と磁極ピッチの低減が平衡するため、磁極の
数が多くなると、磁界強度が多少安定する。
【００４３】
　変調磁極機械のための通常の設計は、高磁極数のための設計である。これは、恐らくは
必要な導体の体積に対する適度の要求事項を伴って、電気負荷即ち磁界強度を極めて大き
くすることができる。
【００４４】
　したがって変調磁極機械は、磁極数が多く、且つ、従来のコイルを使用した可能電気負
荷が小さい状況においてその最大の利点を発揮することができる。
【００４５】
　いくつかの実施形態では、変調磁極機械は、クロー磁極構造又は延長部分を備えている
。
【００４６】
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　変調磁極機械の場合、円周方向／軸方向表面からトルクを形成する幾何構造、つまり半
径方向磁界機械を定着したものとして取り上げると、磁気回路を使用して、１磁極ピッチ
で円周方向にエアー・ギャップの両端間を半径方向に磁界を運ぶことができ、これは、コ
イルを取り囲むために、固定子又は回転子の中で、或いは部分的にこれらの両方の中で実
施することができ、また、両方の方向に軸方向に実施することができる。軸方向の回路が
コイルの周りの固定子内で閉じている場合、クロー磁極構造が生成される。
【００４７】
　クロー磁極構造又は延長部分は、結合相と共に使用することができるが、軸方向クロー
延長部分は、漏れの原因にならないよう、制限するか或いは小さくしなければならない。
クローが重畳すると、場合によってはこれらの重畳面が漏れ磁束のための望ましくない通
路を提供することになるため、クローが互いに重畳すると漏れが生じることがある。クロ
ーが相の軸方向の幅の半分までしか延びていない場合であっても、これらのクローが互い
に近接して、望ましくない大量の磁気漏れの原因になることがあるため、結合相を使用す
る場合は、ごく小さい、つまりごくわずかなクローを使用しなければならない。したがっ
て、半クロー磁極として定義されるわずかなクローを使用して磁極先端領域を調整するこ
とは可能であるが、結合相の移相によって固定子の軸方向の延長部分全体にわたるクロー
の自由な延長が妨害されるため、これらのクローを軸方向に重畳させることはできない。
【００４８】
　本発明は、上で説明した、また、以下で説明する固定子デバイス、及び対応する方法、
デバイス及び／又は製品手段を含んだ異なる態様に関しており、これらの各々が、言及さ
れている第１の態様に関連して説明されている利益及び利点のうちの１つ又は複数をもた
らし、また、これらの各々は、言及されている第１の態様に関連して説明されている実施
形態、及び／又は添付の特許請求の範囲に開示されている実施形態に対応する１つ又は複
数の実施形態を有している。
【００４９】
　本発明の上記及び／又は追加目的、特徴並びに利点は、添付の図面を参照して行う、本
発明の実施形態についての以下の実例による非制限の詳細な説明によってさらに明らかに
なるであろう。
【図面の簡単な説明】
【００５０】
【図１ａ】従来技術による機械及び分離相を備えた固定子デバイスの実例を示す図である
。
【図１ｂ】従来技術による機械及び分離相を備えた固定子デバイスの実例を示す図である
。
【図１ｃ】従来技術による機械及び分離相を備えた固定子デバイスの実例を示す図である
。
【図１ｄ】従来技術による機械及び分離相を備えた固定子デバイスの実例を示す図である
。
【図２】個別の相を備えた３相機械の横断面の実例を示す図である。
【図３】個別の相を備えた３相機械の磁束フェーザ線図の実例を示す図である。
【図４】固定子をエアー・ギャップ平面の法線方向から示す、個別の相を備えた３相機械
の固定子構造の実例を示す図である。
【図５】磁気的に結合した相を備えた固定子デバイスの実例を示す図である。
【図６】磁気的に結合した相を備えた３相機械の横断面の実例を示す図である。
【図７】磁気的に結合した相を備えた３相機械の磁束フェーザ線図の実例を示す図である
。
【図８】固定子をエアー・ギャップ平面の法線方向から示す、磁気的に結合した相を備え
た３相機械の固定子構造の実例を示す図である。
【図９】磁気的に結合した相を備えた３相機械の構造の実例を示す図である。
【図１０ａ】３相線形可動機械の構造の実例を示す図である。
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【図１０ｂ】３相線形可動機械の構造の実例を示す図である。
【図１１ａ】磁気的に結合した相及び半クロー磁極を備えた３相機械の構造の実例を示す
図である。
【図１１ｂ】磁気的に結合した相及び半クロー磁極を備えた３相機械の構造の実例を示す
図である。
【図１２】固定子デバイス内及び可動デバイス内の磁束通路の実例を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００５１】
　以下の説明には、添付の図が参照されている。本発明を実施することができる方法が、
説明図によって示されている
【００５２】
　図１～４は、個別の相を備えた３相機械の実例を示したものである。これは、個別相変
調磁極機械（ＳＰＭＰＭ）と呼ばれている。
【００５３】
　図１ａ）～１ｂ）は、従来技術による３相半径方向機械の実例を示したものである。電
気回転機械は、固定子アセンブリ及び回転子を備えている。本説明の目的のために、’の
プライム符号が付された参照数表示は、一般に第１の相の特徴を表しており、’’は第２
の相の対応する特徴を表し、また、’’’は第３の相の対応する特徴を表しており、一方
、プライム符号のない参照数表示は、すべての相の対応する特徴を表している。３つの固
定子アセンブリ１０’、１０’’、１０’’’が示されており、個々の固定子アセンブリ
は、第１の固定子鉄心セクション１４、第２の固定子鉄心セクション１６、固定子継鉄セ
クション１８及びコイル２０を備えている。３つの回転子１２’、１２’’、１２’’’
が示されており、個々の回転子１２は、永久磁石２２及び磁極セクション２４を備えてい
る。回転子が取り付けられる軸５０が示されている。個々の固定子鉄心セクション１４、
１６の形状は本質的に円形であり、また、これらの個々の固定子鉄心セクション１４、１
６には、半径方向に延在する複数の歯２６が含まれている。これらの歯は、回転子１２と
共に閉回路磁束通路を形成するために、回転子１２に向かって延在するように配置されて
いる。
【００５４】
　それぞれの相セクション、すなわち単相機械が、自身の回転子を含んで示されている。
すなわち、個々の相セクションは、単相機械に完全に対応している。
【００５５】
　図１ｃ）は、従来技術による、相と相との間の空間分離の実例を示したものである。図
には、個々の相の第１の固定子鉄心セクション１４’、１４’’、１４’’’が示されて
いる。この実例の空間分離は、１つの相の固定子鉄心セクションの複数の歯２６が他の相
の固定子鉄心セクションの複数の歯に対して円周方向に変位しているということに関連し
ている。
【００５６】
　分離相を備えた固定子デバイスの図１ｄ）の概略実例には、分離された３つの相が示さ
れている。すなわち、固定子アセンブリ１０’の相１、固定子アセンブリ１０’’の相２
及び固定子アセンブリ１０’’’の相３が示されている。
【００５７】
　個々の基本ユニットつまり相ユニットは、単一のコイルつまり磁心２０、第１の固定子
鉄心セクション１４、第２の固定子鉄心セクション１６及び固定子継鉄セクション１８を
備えている。この相ユニットにより、単一方向のパルス状トルクが生成される。
【００５８】
　図２は、３相個別相変調磁極機械（ＳＰＭＰＭ）の横断面を示したものである。相１は
、Ａ、固定子鉄心セクション１４’及び固定子アセンブリ１０’によって示されている。
相２は、Ｂ、固定子鉄心セクション１４’’及び固定子アセンブリ１０’’によって示さ
れている。また、相３は、Ｃ、固定子鉄心セクション１４’’’及び固定子アセンブリ１
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０’’’によって示されている。第１の固定子鉄心セクション１４、第２の固定子鉄心セ
クション１６及び固定子継鉄セクション１８は、個々の相ユニットに対して示されている
。
【００５９】
　回転子１２が示されており、また、回転子と固定子アセンブリ１０’、１０’’、１０
’’’の各々との間のエアー・ギャップ３０が示されている。個々の相に対する磁束Ψ通
路が示されている。ΨＡは相Ａ、ΨＢは相Ｂ、また、ΨＣは相Ｃに対する磁束である。ま
た、エアー・ギャップ３０における個別の磁束の値、＋又は－も示されている。
【００６０】
　図３は、分離相ユニットに対する磁束フェーザ線図を示したものである。これらの相ユ
ニットの変位は１２０°である。相１の磁束はΨＡで示され、相２の磁束はΨＢで示され
、また、相３の磁束はΨＣで示されている。
【００６１】
　図４は、回転子磁極に対する相ユニット、相Ａ、相Ｂ及び相Ｃの変位の実例を示したも
のである。回転子磁極基準は、相Ａ、相Ｂ及び相Ｃ全体にわたって点で囲まれた長方形１
２１で示されている。相ユニットの複数の歯２６及びコイル２０が示されている。これら
の歯２６は、図１ｂ）に示されているように、固定子鉄心セクションの一部である。相ユ
ニットと相ユニットの間の１２０°の変位が、数０°、１２０°、２４０°及び３６０°
の位置によって示されている。
【００６２】
　これらの相ユニットの各々は、図１ｂ）に示されているように２組の複数の電機子歯２
６を有している。第１の固定子鉄心セクション１４にそのうちの１組の複数の歯が含まれ
ており、また、第２の固定子鉄心セクション１６にもう１組の複数の歯が含まれている。
一方の組は、コイル２０の左側から出ており、特定の方向の電機子電流によって駆動され
るとＮ極を有し、もう一方の組は、コイル２０の右側から出ており、同じ方向の電流によ
って駆動されるとＳ極を有する。
【００６３】
　複数の相ユニットが使用される場合、それらは軸方向に互いに分離される。これは、最
も左側のユニットの右側の複数の歯が、次の相ユニットの左側の複数の歯と近接し、以下
、個々のユニットの互いに対向する側に対しても同様であることを意味している。
【００６４】
　しかしながら、これらの歯の角度変位を最も当然に選択する場合、この近接は有利では
ない。
【００６５】
　図５～９は、結合相を備えた３相機械の実例を示したものである。これは、結合相変調
磁極機械（ＣＰＭＰＭ）と呼ばれる。
【００６６】
　結合相機械は、図５及び図６に示されている固定子アセンブリ１０を備えており、また
、図６に示されている可動デバイス１２、例えば回転子を備えている。図５、６及び８で
は、’が付いた参照数表示は第１の相の特徴を表しており、’’が付いた参照数表示は第
２の相の特徴を表しており、また、’’’が付いた参照数表示は第３の相の特徴を表して
いる。
【００６７】
　図５は、固定子アセンブリ１０が、相１、相２及び相３の３つの相を備えていることを
示している。相１及び相３は周囲相と呼ぶことができ、また、相２は内部相と呼ぶことが
できる。個々の相は、異なる電圧、例えば正弦波又は方形波を供給して動作させることが
できる単一のコイルつまり磁心２０を備えている。個々の相は、さらに、第１の固定子鉄
心セクション１４及び第２の固定子鉄心セクション１６を備えている。図に示されている
ように、相２の第１の固定子鉄心セクション１４’’及び相１の第２の固定子鉄心セクシ
ョン１６’は、単一のユニットとして形成されている。同様に、相３の第１の固定子鉄心
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セクション１４’’’及び相２の第２の固定子鉄心セクション１６’’も単一のユニット
として形成されている。さらに、相１の第１の固定子鉄心セクション１４’は、他のどの
相とも共有されない単一のユニットであり、同様に相３の第２の固定子鉄心セクション１
６’’’も単一のユニットである。したがって４つの単一のユニットが存在しており、そ
のうちの２つは、それぞれ、２つの異なる相と相の間で共有されている。
【００６８】
　固定子アセンブリ１０は、固定子継鉄セクション１８を備えている。固定子継鉄セクシ
ョン１８は、すべての相に共通で、且つ、これらのすべての相によって共有される。固定
子継鉄セクションは、固定子鉄心セクションと固定子鉄心セクションとの間に磁束通路を
提供するように配置されており、したがって磁束ブリッジとして作用している。固定子の
組立てを容易にし、且つ、第１の固定子鉄心セクションと第２の固定子鉄心セクションの
間の磁気抵抗変化を比較的小さくするために、固定子継鉄セクションに使用される材料に
は軟磁性粉末を使用することができる。
【００６９】
　可動デバイスは、図５には示されていないが、可動デバイスがコイル２０の近くに位置
するよう、図の一番上に配置されるように構成されることになる。
【００７０】
　図６は、３相結合相変調磁極機械（ＣＰＭＰＭ）の横断面を示したものである。固定子
アセンブリ１０は、Ａで示されている相１、Ｂで示されている相２及びＣで示されている
相３を備えている。第１の固定子鉄心セクション１４及び第２の固定子鉄心セクション１
６は、個々の相ユニット毎に示されている。固定子継鉄セクション１８は、３つの相によ
って共有され、これらの３つの相に共通である。
【００７１】
　可動デバイス１２が示されている。可動デバイス１２は、回転子又は可動子であっても
よい。可動デバイスは、永久磁石のセクションを備えており、また、軟磁性体から製造す
ることができる磁極セクション（図示せず）を備えている。磁極セクションは、永久磁石
と永久磁石の間に配置されており、したがってこれらの永久磁石を互いに分離している。
磁極セクション、永久磁石及び磁束については、国際公開第２００７／０２４１８４号に
さらに記載されている。
【００７２】
　可動デバイス１２が回転子である場合、軸即ちシャフト（図示せず）上に回転子１２を
配置し、また、固定子アセンブリ１０の中心に配置するか、或いは回転子が外部回転子型
である場合、固定子アセンブリの周囲に配置することができる。可動デバイス１２が可動
子である場合、デバイスは、回転子のように内側又は外側を全く有していない平らな線形
デバイスであってもよく、可動子は、回転する代わりに単に上下又は左右に移動する。
【００７３】
　また、図６には、共通固定子アセンブリ１０と可動デバイス１２との間のエアー・ギャ
ップ３０が示されている。
【００７４】
　可動デバイス１２、例えば回転子は、すべての３相セクションと相互作用するように配
置されている。すなわち、回転子は、すべての３相セクションと相互作用するために軸方
向に延在することができる。電気機械は、半径方向の相セクション又は軸方向の相セクシ
ョン或いはその組合せを備えることができる。
【００７５】
　固定子鉄心セクション１４’、１６’、１４’’、１６’’、１４’’’及び１６’’
’の各々は、その形状を本質的に円形にすることができ、また、図８に示されているよう
に、半径方向に延在する複数の歯を含むことができる。これらの歯は、回転子１２と共に
閉回路磁束通路を形成するために、可動デバイス１２、例えば回転子に向かって延在する
ように配置されている。これらの歯は、内部回転子に向かって内側に延在させることも可
能であり、或いは固定子鉄心セクション１４、１６の外側に回転子を配置することも可能
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であるが、その場合、半径方向に外側に向かって延在するようにこれらの歯を配置しなけ
ればならない。
【００７６】
　個々の相に対する磁束Ψ通路が示されており、ΨＡは相Ａ、ΨＢは相Ｂ、また、ΨＣは
相Ｃに対する磁束である。また、エアー・ギャップ３０における結合磁束の値も示されて
いる。
【００７７】
　第１の固定子鉄心セクション１４及び第２の固定子鉄心セクション１６は、互いに対し
て軸方向に変位させることができ、また、共通の軸の周りにそれらを配置することができ
る。個々のコイル２０は、第１の固定子鉄心セクション１４と第２の固定子鉄心セクショ
ン１６との間に配置することができる。コイル２０をこのように配置する利点は、すべて
の磁極がすべてのＭＭＦ（起磁力）に遭遇し、したがって所与のサイズ及び／又はコスト
に対する電気負荷及び出力が大きくなることである。固定子継鉄セクション１８は、第１
の固定子鉄心セクション１４及び第２の固定子鉄心セクション１６に対して同心で配置す
ることができる。固定子継鉄セクション１８の幅は、第１の固定子鉄心セクション１４と
第２の固定子鉄心セクション１６との間の磁束ブリッジとして配置するために、実質的に
、軸方向に、第１の固定子鉄心セクション１４及び第２の固定子鉄心セクション１６並び
にコイル２０のアセンブリの幅に対応する幅にすることができる。固定子継鉄セクション
１８を軟磁性粉末から製造することにより、固定子継鉄セクションが積層物でできている
一実施例に関して、第１の固定子鉄心セクション１４及び第２の固定子鉄心セクション１
６から固定子継鉄セクション１８にわたる三次元磁束通路の効率が向上する。さらに、第
１の固定子鉄心セクション１４及び第２の固定子鉄心セクション１６のうちの一方を、こ
れらのもう一方に対して回転変位させることができる。この変位により、図８に示されて
いるように、第１の固定子鉄心セクション１４及び第２の固定子鉄心セクション１６のう
ちの一方の複数の歯が、もう一方の第１の固定子鉄心セクション１４又は第２の固定子鉄
心セクション１６の複数の歯の円周上の位置とは異なる円周上の位置に配置される。一方
の第１の固定子鉄心セクション１４又は第２の固定子鉄心セクション１６の個々の歯は、
円周方向に、もう一方の第１の固定子鉄心セクション１４又は第２の固定子鉄心セクショ
ン１６の２つの歯の間のギャップの中央に配置することができる。
【００７８】
　一方の第１の固定子鉄心セクション１４又は第２の固定子鉄心セクション１６の複数の
歯をもう一方の固定子鉄心セクションの複数の歯に対して変位させる概念は、上述の最も
効率の良い可動デバイスの設計を有効に活用するために有利である。
【００７９】
　図８は、可動デバイス磁極、例えば回転子磁極に対する結合相ユニット、相Ａ、相Ｂ及
び相Ｃの変位を示したものである。回転子磁極基準１２１は、相Ａ、相Ｂ及び相Ｃ全体に
わたって点で囲まれた長方形で示されている。相ユニットの各々のコイル２０が示されて
いる。個々の相、Ａ、Ｂ、Ｃは、第１の固定子鉄心セクション（図示せず）及び第２の固
定子鉄心セクション（図示せず）を備えており、また、これらの固定子鉄心セクションは
複数の歯を備えている。図５に示したように、ここでは相Ｂに対応している相２の第１の
固定子鉄心セクション１４’’、及びここでは相Ａに対応している相１の第２の固定子鉄
心セクション１６’は、単一のユニットとして形成されている。したがって複数の歯２７
は、相Ａ及びＢによって共有されている。同様に、ここでは相Ｃに対応している相３の第
１の固定子鉄心セクション１４’’’、及びここでは相Ｂに対応している相２の第２の固
定子鉄心セクション１６’’も単一のユニットとして形成されており、したがって複数の
歯２８は、相Ｂ及びＣによって共有されている。さらに、ここでは相Ａに対応している相
１の第１の固定子鉄心セクション１４’も単一のユニットであり、複数の歯２６’は２つ
の相によって共有されていない。同様に、ここでは相Ｃに対応している相３の第２の固定
子鉄心セクション１６’’’も単一のユニットであり、複数の歯２６’’’は２つの相に
よって共有されていない。したがって４つの単一のユニットが存在しており、そのうちの
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２つは、それぞれ、２つの異なる相によって共有されており、複数の歯２７及び２８の組
の各々は、２つの異なる相によって共有されている。
【００８０】
　相と相との間の変位が、それぞれ数０°、１５０°、２７０°及び６０°の位置によっ
て示されており、これについては以下でより詳細に説明する。
【００８１】
　したがって、個別の相ユニットを使用する代わりに、１つの単一の組の複数の歯を使用
して連続する相を共有することができる。個々の組の複数の歯の配向を適切に選択するこ
とにより、重要な利点が提供される。例えば、３つのコイルが軸方向に配置された３相機
械が提供されると、図８に示されているように、両端にそれぞれ１組、相１と相２の間に
１組、それに相２と相３の間にもう１組の合計４組の複数の歯が与えられる。角度の選択
は、直観的に分かりやすくはないが、複数の歯の４つの組の各々が、一方の末端からもう
一方の末端まで見たときに、０°、１５０°、２７０°及び６０°に近くなるようにしな
ければならない。
【００８２】
　いくつかの実施例によれば、図８に示されているように、中央の２つの組の複数の歯は
、両端の２つの組の複数の歯とは異なる軸方向の幅を有しており、軸方向の幅の若干の調
整を提供し、３つの相の間において真に平衡が取れた鎖交磁束及びトルクの組を作る。
【００８３】
　図９は、結合相を備えた３相回転機械の構造の実例を示したものである。
【００８４】
　図９には、固定子デバイス１０及び回転子の形態の可動デバイス１２が示されている。
’が付いた参照数表示は第１の相の特徴を表しており、’’が付いた参照数表示は第２の
相の特徴を表しており、また、’’’が付いた参照数表示は第３の相の特徴を表している
。固定子デバイス１０は３つの相を備えており、個々の相は、コイル２０、第１の固定子
鉄心セクション１４及び第２の固定子鉄心セクション１６を備えている。固定子デバイス
１０を取り囲んでいる１つの回転子１２が示されている。回転子１２は、固定子デバイス
１０全体に沿って延在する永久磁石２２及び磁極セクション２４を備えている。固定子が
取り付けられる軸を提供することができる（図示せず）。個々の固定子鉄心セクション１
４、１６の形状は本質的に円形であり、また、これらの個々の固定子鉄心セクション１４
、１６には、固定子鉄心バック・セクション２９及び半径方向に延在する複数の歯が含ま
れており、これらの歯は固定子鉄心バック・セクションから延在する。これらの歯は、回
転子１２と共に閉回路磁束通路を形成するために、回転子１２に向かって外側に延在する
ように配置されている。固定子鉄心バック・セクション２９は複数の歯を円周方向に接続
している。固定子鉄心セクションは、さらに、軸方向の磁束ブリッジを提供するために、
隣り合う固定子鉄心セクションに向かって固定子鉄心バック・セクション２９から軸方向
に延在する継鉄セクション２３を備えている。
【００８５】
　相１の第２の固定子鉄心セクション１６’及び相２の第１の固定子鉄心セクション１４
’’は、１つのユニットつまり結合固定子鉄心セクションとして配置されており、したが
って相１及び相２は固定子鉄心セクションを共有している。したがって結合相ユニットの
複数の歯２７は、相１と相２の間で共有されるように配置されており、したがって相２の
第１の固定子セクション１４’’の複数の歯の組、及び相１の第２の固定子鉄心セクショ
ン１６’の複数の歯の組は、１つのユニットとして形成されている。
【００８６】
　結合相ユニットの複数の歯２８は、相２と相３の間で共有されるように配置されており
、したがって相３の第１の固定子セクション１４’’’の複数の歯の組、及び相２の第２
の固定子鉄心セクション１６’’の複数の歯の組は、１つのユニットとして形成されてい
る。
【００８７】
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　固定子デバイス１０の個々の末端の複数の歯２６は、２つの相と相の間で共有されない
ため、複数の歯２６’は相１にのみ属し、また、複数の歯２６’’’は相３にのみ属して
いる。さらに、周囲相１及び３の複数の歯２６’及び２６’’’は、それぞれ複数の歯２
６’及び２６’’’の周辺縁と周辺縁の間を軸方向に延在する固定子のアクティブ・エア
ー・ギャップ領域の軸方向の範囲を画定している。永久磁石２２及び磁極セクション２４
は、アクティブ・エアー・ギャップ領域全体、つまり回転子と対向している複数の歯２６
’及び２６’’’の表面の軸方向の外縁と外縁の間全体にわたって軸方向に延在する。
【００８８】
　図１０ａ）は、結合相を備えた３相線形可動機械の構造の実例を示したものである。図
１０ｂ）には線形可動機械が示されている。
【００８９】
　図１０ａ）には、固定子デバイス１０及び固定子デバイスに沿って直線的又は横方向に
移動するように適合された可動子の形態の可動デバイス１２が示されている。’が付いた
参照数表示は第１の相の特徴を表しており、’’が付いた参照数表示は第２の相の特徴を
表しており、また、’’’が付いた参照数表示は第３の相の特徴を表している。固定子デ
バイス１０は３つの相を備えており、個々の相は、コイル２０、第１の固定子鉄心セクシ
ョン１４及び第２の固定子鉄心セクション１６を備えている。可動子１２は、固定子デバ
イス１０全体に沿って延在する永久磁石２２及び磁極セクション２４を備えている。個々
の固定子鉄心セクション１４、１６の形状は本質的に直線状であり、また、これらの個々
の固定子鉄心セクション１４、１６には、直線的に延在する複数の歯が含まれている。こ
れらの歯は、可動子１２と共に閉回路磁束通路を形成するために、可動子１２に向かって
延在するように配置されている。
【００９０】
　相１の第２の固定子鉄心セクション１６’及び相２の第１の固定子鉄心セクション１４
’’は、１つのユニットつまり結合固定子鉄心セクションとして配置されており、したが
って相１及び相２は固定子鉄心セクションを共有している。したがって結合相ユニットの
複数の歯２７は、相１と相２の間で共有されるように配置されており、したがって相２の
第１の固定子セクション１４’’の複数の歯の組、及び相１の第２の固定子鉄心セクショ
ン１６’の複数の歯の組は、１つのユニットとして形成されている。
【００９１】
　結合相ユニットの複数の歯２８は、相２と相３の間で共有されるように配置されており
、したがって相３の第１の固定子セクション１４’’’の複数の歯の組、及び相２の第２
の固定子鉄心セクション１６’’の複数の歯の組は、１つのユニットとして形成されてい
る。
【００９２】
　固定子デバイス１０の２つの末端の各々の複数の歯２６の組は、２つの相と相の間で共
有されないため、複数の歯２６’は相１にのみ属し、また、複数の歯２６’’’は相３に
のみ属している。
【００９３】
　図１０ｂ）では３つのすべての相が分離されており、したがって第１の固定子鉄心セク
ション１４及び第２の固定子鉄心セクション１６は、いずれの相と相の間でも共有されて
いない。したがって図１０ｂ）の機械には、個別の複数の歯２６、つまり１つの相にのみ
属する複数の歯の複数の組のみが存在している。
【００９４】
　図１１は、結合相及び半クロー（ｓｅｍｉ－ｃｌａｗ）磁極を備えた３相機械の構造の
実例を示したものである。
【００９５】
　図１１ａ）及び図１１ｂ）には、固定子デバイス１０及び可動デバイス１２が示されて
いる。図１１ａ）では可動デバイス１２は回転子であり、図に示されている回転子は固定
子デバイス１０を取り囲んでいる。また、図１１ｂ）では可動デバイス１２は、固定子デ
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バイスに沿って直線的又は横方向に移動するように適合された可動子である。’が付いた
参照数表示は第１の相の特徴を表しており、’’が付いた参照数表示は第２の相の特徴を
表しており、また、’’’が付いた参照数表示は第３の相の特徴を表している。固定子デ
バイス１０は３つの相を備えており、個々の相は、コイル２０、第１の固定子鉄心セクシ
ョン１４及び第２の固定子鉄心セクション１６を備えている。可動デバイス１２は、固定
子デバイス１０全体に沿って延在する永久磁石２２及び磁極セクション２４を備えている
。個々の固定子鉄心セクション１４、１６には、延在する複数の歯が含まれている。これ
らの歯は、可動デバイス１２と共に閉回路磁束通路を形成するために、可動デバイス１２
に向かって延在するように配置されている。
【００９６】
　相１の第２の固定子鉄心セクション１６’及び相２の第１の固定子鉄心セクション１４
’’は、１つのユニットつまり結合固定子鉄心セクションとして配置されており、したが
って相１及び相２は固定子鉄心セクションを共有している。したがって結合相ユニットの
複数の歯２７は、相１と相２の間で共有されるように配置されており、したがって相２の
第１の固定子セクション１４’’の複数の歯の組、及び相１の第２の固定子鉄心セクショ
ン１６’の複数の歯の組は、１つのユニットとして形成されている。
【００９７】
　結合相ユニットの複数の歯２８の組は、相２と相３の間で共有されるように配置されて
おり、したがって相３の第１の固定子鉄心セクション１４’’’の複数の歯の組、及び相
２の第２の固定子鉄心セクション１６’’の複数の歯の組は、１つのユニットとして形成
されている。
【００９８】
　固定子デバイス１０の個々の末端の複数の歯２６の組は、２つの相と相の間で共有され
ないため、複数の歯２６’の組は相１にのみ属し、また、複数の歯２６’’’は相３にの
み属している。
【００９９】
　さらに、図１１ａ）及び図１１ｂ）の結合相機械は、複数の歯２６’、２７、２８及び
２６’’’の組の複数の歯のうちのコイル２０と重畳している複数の歯の短い延長部分で
ある半クロー磁極４０を備えている。半クロー磁極は、短くて小さい磁極、即ちわずかな
磁極であり、つまり、相の軸方向の幅全体に沿って延在するのではなく、軸方向の幅の微
小部分に沿ってのみ延在するクロー磁極であり、それにより磁気漏れが回避されるか、或
いは低減される。図１１ａ）及び図１１ｂ）は、半クロー磁極４０が複数の歯と一体で配
置されていることを示している。それぞれ２つの相と相の間で共有されている複数の歯２
７及び２８の組は、これらの複数の歯の両端、つまりコイル２０と隣接して半クロー磁極
を備えており、一方、２つの相と相の間で共有されていない、１つの相にのみ属している
複数の歯２６’及び２６’’’の組は、対応する個々のコイル２０’及び２０’’’に隣
接する複数の歯の末端にのみ半クロー磁極を備えている。
【０１００】
　同じ磁石、同じ固定子起磁力、同じボア及び同じエアー・ギャップ幅を使用した場合、
従来技術による機械と比較して３０％のトルク改善を実現することができる。
【０１０１】
　１つの相のみを使用する代わりに、機械的及び電気的に角度位置が変位する複数の相ユ
ニットを使用することにより、より大きく、且つ、より滑らかなトルクを生成することが
できる。例えば３相機械は、３つの固定子を介して延在するか、或いは３つの固定子の周
りに延在する単一の可動デバイス構造、例えば回転子構造を使用する一方で、一対の磁極
のピッチの１／３、つまり１２０度の電気角だけ機械的に変位した相ユニット、及び同じ
時間間隔で同じ角度だけ分離された相電流を有することができる。
【０１０２】
　円周方向の位置にすべてが整列した３つの固定子ユニットであって、３つの可動デバイ
ス・セクション、例えば回転子セクションを組み合わせて作用させるために、時間的に１
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ユニットを使用して同様の効果を得ることも可能である。
【０１０３】
　上述の通り、従来技術による個別３相変調磁極機械は、図３に示されているように個々
の相と相の間が１２０°変位した３つの相を有している。個々の相は、１８０°変位した
２つの組の複数の歯からなっており、１組の複数のＮ極及び１組の複数のＳ極を形成して
いる。３相機械は、６組（３対）の複数の歯及び３つのコイルからなっている。個々の相
は、相と相の間の最小磁気結合を保証するために、図２に示されているように隣接する相
から微小距離、つまりエアー・ギャップによって分離されている。
【０１０４】
　これらの相が、分離される代わりに、図５、６及び８に示されているように結合される
と、隣接する複数の歯は、図６に示されているように共有磁束通路を有することになる。
隣接する複数の歯を併合すると、図８に示されているように、４組の複数の歯及び３つの
コイルを備えた機械が得られ、共通の可動デバイス、例えば回転子は、機械の軸方向の幅
全体にわたって伸張する。
【０１０５】
　平衡が取れた３相動作を保証するためには、個々の組の複数の歯を特定の角度で配置し
なければならず、また、これらの複数の歯は特定の量の磁束を集めなければならない。個
々のコイルは、図７に示されているようにそれぞれ位相角０°、１２０°及び２４０°で
同じ大きさの磁束を鎖交させる。
【０１０６】
　平衡が取れた３相セットのコイル磁束を得るための条件を計算するために、次の仮定を
使用して結合相変調磁極機械が解析される。
　－　エアー・ギャップ磁束密度は、軸方向に対しては一定であり、円周方向に対しては
正弦曲線で変化する。
　－　歯に入る磁束は、Ψ＝ｂａであり、ｂはエアー・ギャップ磁束密度、また、ａは歯
のエアー・ギャップ表面積である。
　－　歯の角度位置（円周方向の）によって歯に入る磁束の位相角が決まる。
　－　コイルの真上のコアバックを通って軸方向に横切る磁束は、コイルを鎖交する磁束
に等しい。
【０１０７】
　以下では、図３及び７のフェーザ線図が参照されている。
【０１０８】
　平衡が取れた３相機械は、次のコイル鎖交磁束を有している。
　ΨＡ＝|Ψ|＜０°
　ΨＢ＝|Ψ|＜１２０°
　ΨＣ＝|Ψ|＜２４０°
【０１０９】
　複数の歯には、軸方向に１、２、３、４の番号が振られており、個々の歯に入る磁束を
合計すると、
　Ψ１＝ΨＡ
　Ψ２＝ΨＢ－ΨＡ
　Ψ３＝ΨＣ－ΨＢ
　Ψ４＝－ΨＣ
　である。
【０１１０】
　図７のフェーザ線図に示されているように、歯磁束を平衡が取れた必要な３つのコイル
磁束に関連付けると、次の歯磁束が得られる。
【０１１１】
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【数１】

【０１１２】
　したがって平衡が取れた３相機械の場合、複数の歯（１、２、３、４）を０°、１５０
°、２７０°、６０°の位相角で配置することができ、３６０°の位相角は、隣り合う歯
と歯の間の円周方向のピッチ距離に対応している。したがって複数の歯の複数の組の１つ
に対する複数の歯の角変位は、０°／Ｎ、１５０°／Ｎ、２７０°／Ｎ、６０°／Ｎであ
り、Ｎは複数の歯の個々の組の歯の数である。さらに、複数の歯の対応する個々の組の複
数の歯の軸方向の相対幅が、それぞれ、
【数２】

　及び１である場合、適切な表面積を保証することができる。したがって２つの隣り合う
相と相の間で共有される内部の複数の歯の幅は、相と相の間で共有されない、単一の相に
のみ属する周囲の複数の歯の幅より

【数３】

　倍広い。
【０１１３】
　図７は、結合相の磁束フェーザ線図を示したもので、角度並びに１ユニット、

【数４】

　ユニット、

【数５】

　ユニット及び１ユニットの軸方向の幅がそれぞれ示されている。また、結合相の磁束が
同じく示されている。
【０１１４】
　図１２は、固定子デバイス内及び可動デバイス内の磁束通路の実例を示したものである
。変調磁極機械は、固定子内と、可動デバイス内、例えば回転子内の両方の「軸方向」横
方向の磁束通路を利用した三次元（３Ｄ）磁束通路を有している。
【０１１５】
　図１２には、３つの歯２６が略図で示されている固定子デバイス１０に対して、半径方
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向に外側に向かう位置から見た可動デバイス１２、例えば回転子が示されている。可動デ
バイス／固定子デバイスの軸方向３０４及び接線方向３０５が示されている。可動デバイ
ス内の複数の永久磁石２２は、ハッチングが施された領域として示されており、これらの
領域と領域の間に磁極セクション２４が示されている。この略図では、複数の固定子歯２
６は、磁極セクション２４の反対側にのみ存在しており、太い線で示されている主磁束通
路３００をもたらしている。図から分かるように、永久磁石２２を通る磁束の方向は主と
して二次元であり、一方、磁極セクション２４を通る磁束は三次元である。さらに、磁束
は、主として、２つの隣り合う磁極セクションと磁極セクションの間の個々の永久磁石２
２の中心領域３０１に集中している。したがって可動デバイス１２のこの設計は、固定子
の歯２６と対向する可動デバイス１２の表面が、隣り合う永久磁石の両方から歯の表面へ
総磁束を提供することができるよう、永久磁石からの磁束集中を可能にしている。磁束集
中は、歯と対向する面積で割った、個々の磁極セクションと対向する永久磁石の面積の関
数と見なすことができる。個々の磁極セクションのこれらの磁束集中特性により、微弱で
安価な永久磁石を永久磁石として可動デバイスに使用することができ、また、極めて高い
エアー・ギャップ磁束密度を達成することができる。磁束は、図に示されているような有
効な三次元磁束通路を可能にする軟磁性粉末でできている磁極セクションによって容易に
集中させることができる。
【０１１６】
　図１２には示されていないが、固定子デバイス内には対応する三次元磁束通路が存在し
ている。
【０１１７】
　同じく図８に示されているように、三次元磁束通路は、可動デバイス１２の軸方向又は
横方向の磁束通路を備えており、磁束通路は運動方向に対して横方向である。結合相固定
子を利用する場合、固定子デバイス内及び可動デバイス内の三次元磁束通路は、とりわけ
適している。
【０１１８】
　半径方向機械又は軸方向機械、或いは軸方向及び半径方向の混成の両方が可能である。
【０１１９】
　軸方向磁束バージョンの場合、エアー・ギャップと対向している複数の歯の領域は、複
数の同心列を形成することができ、これらの列と列の間にコイル又は巻線を備えることが
できる。したがって３つの個別のセットを使用して３相バージョンを設計することができ
、複数の歯の２つの同心列の各々、及びコイル又は巻線は、磁気結合を回避するために最
も近い相セットまで一定の距離を隔てている。したがって軸方向結合相構造は、半径方向
エアー・ギャップ磁束バージョンの場合と同じ方法で、複数の歯の２つの隣り合う、つま
り隣接する列を組み合わせることができる（例えば図８参照）。
【０１２０】
　通常、本明細書において説明されている固定子構造は、軟磁性粉末、例えば電気絶縁体
がコーティングされた不規則な形状の粒子を有する、実質的に純粋な水で噴霧化された鉄
粉又はスポンジ鉄粉で製造することができる。この文脈においては、「実質的に純粋な」
という用語は、粉末が実質的に含有物を含んでいてはならないこと、また、不純物Ｏ、Ｃ
及びＮの量を最少に維持しなければならないことを意味している。平均粒度は、通常、３
００μｍ未満で、且つ、１０μｍより大きい。
【０１２１】
　しかしながら、軟磁性特性が十分であり、また、その粉末が型圧縮に適している限り、
任意の軟磁性金属粉末又は金属合金粉末を使用することができる。
【０１２２】
　粉末粒子の電気絶縁体は、無機材料を使用して製造することができる。とりわけ適した
絶縁体は、絶縁酸素含有障壁及びリン含有障壁を有する本質的に純粋な鉄からなるベース
粉末の粒子に関している米国特許第６３４８２６５号明細書（参照により本明細書に組み
込まれている）に開示されているタイプの絶縁体である。絶縁された粒子を有する粉末は
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、ＳｗｅｄｅｎのＨｏｇａｎａｓ　ＡＢから、Ｓｏｍａｌｏｙ（登録商標）５００、Ｓｏ
ｍａｌｏｙ（登録商標）５５０又はＳｏｍａｌｏｙ（登録商標）７００として入手するこ
とができる。
【０１２３】
　以上、いくつかの実施形態について詳細に説明し、且つ、示したが、本発明はそれらに
限定されず、以下の特許請求の範囲に定義されている主題の範囲内で、他の方法で具体化
することも可能である。詳細には、本発明の範囲を逸脱することなく、他の実施形態を利
用することができ、また、構造的及び機能的修正を加えることができることを理解された
い。
【０１２４】
　いくつかの手段を枚挙しているデバイス特許請求では、これらの手段のうちのいくつか
は、１つの同じアイテムのハードウェアによって具体化することができる。互いに異なる
従属請求項には特定の手段が記載されているという単なる事実、或いは異なる実施形態に
は特定の手段が説明されているという単なる事実は、これらの手段の組合せを有利に使用
することができないことを示すものではない。
【０１２５】
　本明細書に使用されている「備える／備えている」という用語は、言及されている特徴
、完全体、ステップ又はコンポーネントの存在を特定しているが、１つ又は複数の他の特
徴、完全体、ステップ、コンポーネント又はそれらのグループの存在又は追加が排除され
るものではないことを強調しておく。
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